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第 2 章 ⽔素の需要 
⽯油精製（割愛） 
産 業（割愛） 

運 輸 
⾃動⾞交通 
⾃動⾞交通の脱炭素化 9 の⼿段としての⽔素利⽤は拡⼤を続けており、特に中国における⼤型燃料
電池トラックとバスの増加により、2023 年には 2022 年（約 40%）10 よりも急速に増加した（約
55%）。それにもかかわらず、⾃動⾞交通における⽔素需要は、2023 年にはわずか 60 千トンにし
か達しない（世界需要の 0.1%未満）。 
 
9 脱炭素化のためには、使⽤される⽔素は低炭素⽔素でなければならないが、今⽇、輸送における⽔素需要は、CO2 削

減ができない化⽯燃料を含むさまざまな供給源で対応している。  
10 グローバル⽔素レビュー 2023 で⽰された対前年⽐⽔素需要増加率（45%）の⾒積もりは、平均燃費と⾛⾏距離の過去

の値を考慮して修正した。 
 

図 2.8 ⾃動⾞交通における⽔素消費量（⾃動⾞⽤途別および地域別）、2021-2023 年 

注: RoW =その他世界各国; US =⽶国。商⽤⾞には⼩型商⽤⾞と中型・⼤型トラックを含む。年間⾛⾏距離と燃費の前提
は IEA Global Energy and Climate Model による。 
 
⾃動⾞交通における⽔素利⽤は 2023 年に約 55％増加し、⼤型⾞がその 85％近くを占める。 
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中国では、燃料電池電気⾃動⾞（FCEV）の導⼊は、⾛⾏距離が⽐較的⻑い⼤型⾞に集中してお
り、2023 年の⾃動⾞交通⽤⽔素の消費量は、⽶国のほぼ 2 倍、欧州の 3 倍以上の速さで増加し
た。韓国と⽇本では、⼩型⾞分野が FCEV のターゲットであり続けているが、この分野の成⻑は
鈍化しており、2023 年の⾃動⾞交通における⽔素使⽤量は合計で 7 千トン 程度にしか達してい
ない。 
 
FCEV（乗⽤⾞）の保有台数の伸びはこの 1 年で⼤幅に鈍化し、2022 年の 35%超から 2023 年には
15%弱に低下し、販売不振は 2024 年前半まで続く。これとは対照的に、FCEV のバスとトラック
の販売は好調で、2022 年から 2023 年にかけてそれぞれ 25%と 50%以上保有台数が増加した。
2024 年 6 ⽉末現在、すべての⾃動⾞⽤ FCEV の総保有台数は約 93,000 台である 11。 
 
11 これに対し、『Global Electric Vehicle Outlook 2024』に記載されているように、2023 年末時点のバッテリー電気⾃動

⾞とプラグインハイブリッド電気⾃動⾞（⼆輪⾞と三輪⾞を除く）の台数は 4,000 万台を超えている。  
 

Figure 2.9 ⽤途別、地域別の燃料電池電気⾃動⾞の保有台数, 2019-2024 年 

注: RoW = その他世界各国; US = ⽶国。商⽤⾞には⼩型商⽤⾞（LCV）と中型・⼤型トラックを含む（2024 年 6 ⽉ま
でのデータ）。 

出典: 先進燃料電池技術連携プログラム、⽔素燃料電池パートナーシップ、韓国国⼟交通省、経済における⽔素と燃料電
池のための国際パートナーシップ、クリーンエネルギー⼤⾂会合⽔素イニシアティブ国別調査データによる IEA 分析。 

FCEV の伸びは、2 年連続でトラック分野が最も強かった。 
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乗⽤⾞およびバン 
韓国、⽶国 12 、⽇本は引き続き燃料電池⾞の普及をリードしており、世界の保有台数のそれぞれ
50%以上、25%以上、10%以上を占めている。しかし、販売はすべての地域で減速しており、2022
年から 2023 年にかけての世界の保有台数の増加率はわずか 15%13、2023 年末から 2024 年 6 ⽉ま
での増加率は 5%未満である。 

12 ⽶国における燃料電池⾃動⾞はカリフォルニア州に集中している。 
13 ⽐較として、2022〜2023 年の EV（乗⽤⾞およびバン）の保有台数は約 50％増加した。  

 
この減速の中、ホンダはベストセラーCR-V の燃料電池バージョンをカリフォルニアで発売し、ト
ヨタ・ミライやヒュンダイ・ネクソと競合している。中国では乗⽤⾞販売が伸びており、マクサス
Euniq 7 は 500 台以上、Hongqi H5 は 150 台以上になった。BMW は FCEV のプロトタイプを⽇
本、アメリカ、ヨーロッパで試験的に導⼊しており 2028 年には FCEV の量産開始予定である。 
タクシー事業でも、EV と⽐較して構造距離が⻑く燃料充填時間が短いことから、興味あるケース
が続いている。フランスの FCEV タクシー事業者である Hype 社は、事業をブリュッセルに拡⼤し
ている。これらの利点は宅配事業の脱炭素化にもつながる可能性が⾼いことである。バン型⾃動⾞
分野に対して⾃動⾞メーカーの関⼼も⾒られ、Stellantis 社は欧州で燃料電池バンを⽣産するという
コミットメントを再確認し、スウェーデンは現在、燃料電池バンに対する補助⾦を提供している。
中国の燃料電池バンの数は、燃料電池乗⽤⾞の 4 倍以上であり、世界全体の 90％以上を占めてい
る。とはいえ、2023 年には、燃料電池バンの販売台数はプラグイン・ハイブリッド⾞、バッテリー
電気⾃動⾞、燃料電池バンの合計台数の 0.5%未満、保有台数はわずか 0.2%にすぎない。 
 
トラック 
トラックは FCEV の分野で最も急成⻑しており、2023 年には保有台数は 50％以上増加し、バスの
2 倍以上、乗⽤⾞の 3 倍の速さで増加している。2024 年 6 ⽉現在、世界の保有台数は 12,000 台以
上だが、2022 年同様、その約 95％は中国にある。ベースが低いとはいえ、⽶国と欧州で⼤幅な成
⻑が⾒られている。欧州では 2022 年末までに約 135 台の燃料電池トラックが⾛っていたが、2024
年 6 ⽉時点では約 350 台にまで増えている。⽶国では、同期間に燃料電池トラックはわずか 10 台
から約 170 台に増加した。そのため、世界の FCEV 運送事業におけるトラックのシェアは、2021
年の 9%未満から、2024 年 6 ⽉時点ではほぼ 13%に上昇している。 
 
英国、ニュージーランド、サウジアラビアなど、世界各地で技術を実証し、さまざまな実⽤ケース
における性能データを収集するための商業試験が⾏われている。例えば、昨年正式に市場に参⼊し
た Nikola 社の燃料電池トラックは、2023 年に 35 台が納⾞される。2025 年にはさらに 100 台のト
ラックが発注され、ロサンゼルス港で拡⼤する⽔素ハブに貢献する。また、約 2 年の試験の結果、
EV トラックでは不⼗分と判断した運送業者から、さらに 50 台のトラックが発注された。このよう
な前向きなニュースにもかかわらず、Nikola 社は 2023 年に約 10 億⽶ドルの損失を計上するな
ど、依然としてかなりの逆⾵に直⾯している。⽶国のもうひとつの燃料電池トラックメーカー、
Hyzon 社は、2 億 7,500 万⽶ドル以上の損失を計上したこともあり、欧州とオーストラリアでの事
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業を停⽌した。この決定は、グラスゴー市議会（英国）などの購⼊がキャンセルされ、需要が予想
を下回ったことに少なくとも⼀因がある。 
 

図 2.10 メーカー（本社）別、タイプ別、発売時期別の燃料電池⾃動⾞モデル, 2022-2024 年 

注: MD = 中型; HD = ⼤型.  
この数値は、継続的に更新される保有台数情報に基づいているが、新モデルの発表や⼩規模メーカーの情報がまだデータ
ベースに反映されていないため、完全には網羅されていない可能性がある。2022 年の数値は、2016 年から 2022 年の間
に発売されたモデルを含む。このデータベースには、コーチ、スクールバス、シャトルバス、トランジットバスが含ま
れ、ここでは 25 席以上のものを「バス」として分類している。「MD トラック」には、⾞両総重量 3.5t 以上 15t 未満の
中型（MD）トラック、MD ステップバン、カーゴバン、「HD トラック」には、⾞両総重量 15t 以上のすべての貨物トラ
ック、「特殊トラック」には、ゴミ収集⾞、コンクリートミキサー、その他の特殊な移動商⽤トラックを含む。座席数 25
以下のバスと GVW3.5t 未満の⼩型商⽤⾞は、この分析から除外されている。データベースに複数回登場する同⼀モデル
の⾞両であっても、出⼒、積載量、座席数などの仕様に若⼲の差異がある場合は、1 モデルとしてカウントしている。 
出典: Global Drive to Zero ZETI ツールデータベースに基づく IEA の分析 

北⽶メーカーは最も幅広いモデルのトラックを提供、中国メーカーはバス部⾨でリード 
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燃料電池がレンジエクステンダーとして機能する⽔素−電気ハイブリッドシステム燃料電池トラッ
クの技術⾰新はまだ続けられている。これにより、パワートレイン技術はより多くの運⾏パターン
に対応できるようになる。他にも、Daimler 社と Linde 社は、航続距離 1,000km 以上 14 を⽬指した
新しい液化⽔素充填プロセスを共同開発し、現在ドイツで展開している。両社はまた、この技術の
商業利⽤を可能にするため、液体燃料補給に関する共通の燃料補給規格の確⽴を⽀援することを⽬
指している。トラックへの⽔素燃焼エンジンの使⽤は、従来のディーゼル・トラックに⽐べて排出
ガスが削減される可能性もある。MAN 社は 2025 年に、Volvo Trucks 社は 2026 年に、このような
トラックを発売する予定である。燃料電池は、⾼コスト、厳しい運転条件下での耐久性の低さ 15、
熟練技術者や予備部品の⼊⼿可能性に関する不確実性といった課題に直⾯し続けている。 

14 Global Drive to Zero ZETI ツールデータベースによると⼤型燃料電池トラック平均航続距離は約 600km である。  
15 内燃機関は、現在利⽤可能な燃料電池パワートレインよりも、埃などの環境汚染物質に対する耐性が⾼く、燃料純
度が低くても運転でき、運⾏時の振動にも耐えられる。  

 
特に短期〜中期的に燃料電池トラックの普及を拡⼤する上で、種々の⾃動⾞モデルの⼊⼿可能性は
重要な要素であり、顧客のニーズに合った選択肢とオプションを提供するため、⾃動⾞モデルの種
類は世界中で拡⼤している（図 2.10）。しかし、トラックの販売台数は中国が最も多いが、利⽤可
能なモデル数は北⽶よりも少ないことを考えると、モデルの利⽤可能性だけでなく、政策が普及に
影響を与えていることも明らかである。欧州では、北⽶や中国よりも利⽤可能なモデル数が少ない
が、Symbio（2024 年後半予定）のように新たな追加モデルが発表されている。ホンダといすゞ、
Quantron とフォードの提携もまた、今後数年のうちに利⽤可能なモデル数が増えると予想され
る。ディーゼルエンジンを燃料電池パワートレインに置き換える既存トラックの改造も、⾞両の利
⽤可能性を⾼める可能性がある。改造を専⾨とする H2X Global 社は、2024 年に 3.5t の⼩型トラ
ックと 16〜44t のトラックの両⽅を開発すると発表した。 
 
バ ス 
燃料電池バスの保有台数は、2023 年には 2022 年⽐で 25%近く増加した。中国は、2023 年に増加
した燃料電池バス 1,500 台以上のうちの 75%以上が導⼊され、再び新規導⼊台数の⼤半を占め、
2024 年 6 ⽉時点で 9,100 台以上の燃料電池バスの世界保有台数と相当のシェアを占めた。保有台
数の前年⽐増加率では、欧州と⽇本は中国と同程度の 20％〜25％であり、韓国は 130％である。 
 
トラックと同様、燃料電池バスも、多くの場合、EV モデルと並⾏して試験が続けられている。バ
ルセロナ（スペイン）、ボローニャ（イタリア）、コットブス、オーバーベルク（ドイツ）、パリ
（フランス）、ワウブリッチ（ポーランド）など、欧州の多くの都市が燃料電池バスを導⼊または
発注している。フランクフルトやケルンなど、すでに燃料電池バスを運⾏しているドイツのいくつ
かの都市は、⾞両台数の増加を選択した。デュイスブルク市（ドイツ）では、以前はバッテリー式
EV バスを採⽤する予定だったが、コストが決め⼿となり、燃料電池バスが採⽤された。韓国の天
安市は、SK E&S とのパートナーシップにより、2027 年までに 350 台の燃料電池バスと必要な燃料
供給インフラを整備し、昨年発表された仁川市での⾞両を拡⼤する予定である。いずれも、輸送⽤
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に副⽣⽔素を液化する SK E&S のプラントから供給される。しかし、信頼性やコストの問題を理由
に、試験運⽤を終了したり、既存のフリートから撤退したりする都市もいくつかある。フランスの
モンペリエやポー、オーストリアのカリンシア、ドイツのヴィースバーデンなどがその例である。  
 
燃料電池バスの販売増加の鍵は、⼗分な利⽤利便性である。ヨーロッパでは、Solaris 社や 
Wrightbus 社といった企業が⽣産を拡⼤している。韓国では、現代⾃動⾞が年間⽣産能⼒を 500 台
から 3,000 台に拡⼤し、普及の歩調に合わせている。北⽶では、NFI グループが新たな需要を取り
込むため、燃料電池の供給契約を結んでいる。しかし、⼤規模な国内市場とオーストラリアなど成
⻑する海外市場の両⽅に供給するため、⽐較的少数の中国の⾃動⾞メーカーが、圧倒的に幅広いモ
デル（およびそのバリエーション）を⽣産している。フランスで 50 台のコーチに同社の技術を導
⼊している Green Corp 社が実証しているように、⽔素の既存⾞両への後付けも果たすべき役割が
ある。最後に、バス⽤⽔素レンジエクステンダーの継続的な導⼊は、現在バッテリーEV バスに適
さないとされている路線の脱炭素化を可能にし、⼆つの技術を組み合わせる可能性を⽰している。 
 
⽔素充填ステーション 
⽔素ステーション（HRS）16 は現在、世界で 1,200 カ所近くが稼動しているが、この 1 年間は、新
規開設された HRS の数が世界各地でのステーション閉鎖によって⼀部相殺され（ボックス 2.3 参
照）、また、古い HRS が改修または更新されたため、全体ではわずかな増加にとどまった（図
2.11）。2022 年と同様、2023 年のステーション数は中国が 400 以上と最も多く、ヨーロッパが
280、韓国が 180、⽇本が 170 以上と続く。このパターンは 2022 年から現在までの保有数の増加に
も反映されており、中国が 100 以上のステーションを新たに追加し、次いでヨーロッパが 45 以
上、韓国が 60 近く追加している。過去数年間、⽇本では稼働中の HRS のストックが⽐較的⼀定に
保たれており、顧客の期待に応え続けるため、⽼朽化した HRS の保守に補助⾦を出すようになっ
ている。韓国は、国内の⽔素コストの上昇に対応するため、既存のステーション所有者に多額の補
助⾦を提供している。⽶国では、2024 年 6 ⽉には約 90 カ所の HRS があったが、2023 年には 55
カ所まで減少し、多くのステーションが閉鎖または⼀時的に使⽤できなくなっている。 

16 2024 年 6 ⽉現在。これは、⾃動⾞⽤ HRS のみであり、フォークリフトのような⾮⾃動⾞⽤途の給油ポイントは含
まない。2024 年の HRS の保有数と増加数については、閉鎖の多さと、様々な情報源の数値発表時期の違いによ
り、例年よりも不確実性が⾼い。 

 
調査対象地域の⼤部分（図 2.11 参照）では、HRS に対する FCEV の⽐率は近年安定している。
特に韓国は、2022 年に約 50 基の HRS を建設することで、HRS あたり 200 台以下の⽐率を維
持している。⽶国は特筆すべき例外であり、FCEV が集中しているカリフォルニア州で多くのステ
ーションが閉鎖され、2023 年には顧客にとって⼤きな問題となった。 
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図 2.11 地域ごとステーションに対する FCEV の⽐ごとの⽔素充填ステーション, 2020-2024 

注: FCEV = 燃料電池⾃動⾞; RoW = その他世界各国 
⽔素ステーション数は、公共ステーションと⺠間ステーションの両⽅である。2024 年は 2024 年 6 ⽉までのデータ。 
出典: 先進燃料電池技術連携プログラム、LBST による H2stations.org、経済における⽔素と燃料電池のための国際パー
トナーシップおよびクリーンエネルギー⼤⾂会合⽔素イニシアティブ国別調査データによる IEA 分析。 
世界中で多くのステーションが閉鎖されたにもかかわらず、2023 年の HRS の世界保有数は、中国
とヨーロッパの成⻑に牽引されて増加 
 
⽇本や韓国と同様、ドイツも⼤型⾞（HDV）に対応するためのアップグレードなど、既存のステー
ションへの投資を進めている。これはより広い流れに沿ったもので、欧州の新設 HRS の 90%以上
が HDV への給油に対応しており、新設 HRS の 70%が乗⽤⾞への充填にしか対応していなかった
2019 年とは対照的である。欧州で HDV に充填できるステーションのシェアは、2019 年の 27％か
ら 2023 年には 40％近くまで増加している 17。⽶国も HDV への対応を進めており、カリフォルニ
ア州にトラック専⽤ HRS を 3 カ所、バス専⽤ HRS を 4 カ所開設している。 
 

17 ここでいう充填能⼒とは、⼤型⾞両に物理的に適合する能⼒、（⼀般的に HDV が使⽤するような）350 気圧のディ
スペンサーを持つこと、予想される⼤きな需要に対してより⼤きな⽔素貯蔵量を確保すること、あるいはこれらの要
因の組み合わせである 

 
中国以外では、今後数年間に 340 近い HRS の新設が計画されている。この中には、英国の
Stellantis (Vauxhall)社、オーストラリアのトヨタとヒュンダイの共同、アメリカの HYLA ブランド
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による Nikola など、需要拡⼤を⽀援する OEM とステーション開発企業との提携によって提供され
るステーションも含まれる。また、オーストラリア、カナダ、フランス、ニュージーランド、英国
の企業からも、さらなる HRS の導⼊が発表されている。しかし、今後数年間で、圧倒的に多くの
ステーションが建設されるのは中国で、2025 年には 1,200 か所に達するという野⼼を持っている。
これには、それぞれ 100HRS 以上を計画している 5 つの省・市が含まれ、導⼊の進展に基づき、以
前に発表された計画の上⽅修正と下⽅修正の両⽅が⾏われる。 
 
Box 2.3 この 1 年、欧州と北⽶の⽔素ステーションは苦境に⽴っている 
 
昨年は、HRS 導⼊の減速に関する発表が相次ぎ、多くの国で多くの既存スタンドが閉鎖された。エ
Everfuel 社は 2023 年 9 ⽉にデンマークのステーション閉鎖を発表し、シェルは 2022 年 10 ⽉に英
国のステーションを閉鎖した後、2024 年 2 ⽉にカリフォルニアのステーションを閉鎖した。
Everfuel 社は、デンマークの⽔素タクシー100 台が⽔素充填を受けられなくなり、シェルは⽔素供
給の問題を挙げているが、両社に共通しているのは、⾃動⾞から HDV セグメントへの再重点化で
ある。⽐較的好調なバス部⾨でも、カナダのエドモントンのように需要不⾜のために HRS 計画が
中⽌されたり、英国の Crawley タウンのように⼤幅な遅れが⽣じている。 
 
業界が成⻑するのに苦労しているかもしれないもう⼀つの兆候は、⽔素充填事業の売却の多さであ
る。2023 年 10 ⽉、英国の ITM パワー社は合弁事業である Motive Fuels 社を売却し、2024 年 7 ⽉
にはフランスの McPhy 社が HRS 事業の売却を決定した。2024 年 6 ⽉には、ノルウェーを拠点と
する Nel が HRS 事業を分離し、HDV 燃料補給に特化した別会社 Cavendish Hydrogen を設⽴し
た。これらの企業はいずれも、電解槽の中核事業に集中したいとの思いから、このような変更を⾏
ったと述べている。このようなトレンドを形成しているのは、三つの主要な課題、すなわち需要の
低下、信頼性の問題、⽔素価格の⼤幅な上昇である。 
 
欧州では燃料電池乗⽤⾞の販売が伸び悩み、コストのかかるインフラの多くが未利⽤のままとなっ
ている。また、カリフォルニア州では、販売台数が多いにもかかわらず、⽔素ステーションが頻繁
に停⽌するため、消費者⼼理が悪化している。カリフォルニア州では、2021 年から 2023 年末まで
の間に充填所の⽔素⼩売り価格が 100％以上上昇した。この問題はカリフォルニアで最も深刻だっ
たが、ヨーロッパで起きている同様の問題を軽減するため、H2 Mobility 社は、変動価格制を導⼊
した。変動価格制とは、⽔素の産地やステーションの規模、圧⼒レベルによって価格が変動する仕
組みだ。これにより、同社の再⽣可能⽔素の販売価格（トラックとバスは約 10.3 ⽶ドル/kg、⾃動
⾞とバンは約 11.9 ⽶ドル/kg）は、2023 年 10 ⽉時点で標準価格より 25〜30％安くなった。 
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⽉間の充填所の⽔素⼩売り価格 

注: ⽇本の値は、中部、中国、近畿、九州、東北、⾸都圏の平均値。⽇本では、2024 年 6 ⽉の値を 2024 年 5 ⽉と同じと
仮定。 

出典: カリフォルニア、ドイツ、⽇本のデータは Platts, S&P Global Commodity Insights, ©2024 by S&P Global Inc. 中国
のデータは⽉刊ニュースレター「Hydrogen Observations」から引⽤したもので、消費者サイドの価格を指す。  
 
 
船 舶 
⽔素ベースの燃料は、最近改訂された国際海事機関（IMO）の温室効果ガス戦略の⽬標達成に重要
な役割を果たすと予想されており、これには 2030 年の国際海運燃料消費量の 5〜10％をゼロまた
は「ゼロに近い」低炭素燃料が占めることが含まれている。これらの燃料のかなりの部分がバイオ
燃料になると予想されるが、この需要をすべて⽔素ベースの燃料で満たした場合、⽔素換算で 4〜
9.3 百万トン/年（Mtpa H2-eq）に相当する 18。これらの⽬標が 2027 年に発効することを考える
と、必要量の低炭素燃料を確保するために必要とされる⽣産量増を達成するのは難しいかもしれな
い。しかし、代替燃料対応船 19 の予約オーダーは増加しており、2024 年 9 ⽉現在、290 隻を超え
るメタノール燃料船、約 30 隻のアンモニア燃料船、約 30 隻の⽔素船 20 が発注されている。メタノ
ール燃料船の⼤半はコンテナ船で、アンモニア燃料船はばら積み船とタンカーが⼤半を占めてい
る。⽔素を燃料とする船舶の予約オーダーは、タグボート、クルーズ船、フェリーなどの⼩型船舶
が特徴である。 
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18 2030 年の国際海運における燃料消費量を IEA 政策シナリオの 9,700PJ と仮定。下限範囲は、5%の⽬標を⽔素で直接
達成するために必要な⽔素需要を表し、上限は、10%の⽬標を達成するためにメタノールを製造するために必要な⽔
素需要を表す。  

19  “Fuel-ready”とは、将来の代替燃料への転換を可能にする柔軟性と能⼒を有する船舶設計を指す。このような設計は
将来の改造を容易にするためのものであり、“Fuel-ready”船は、新しい燃料システム設置を必要とする場合がある。 

20 ⽔素内燃機関と⽔素燃料電池の両⽅を含む。 
 
現在、時価総額上位 10 社の海運会社は、それぞれ様々なレベルの CO2 削減⽬標を掲げている。さ
らに COP28 では、Green Hydrogen Catapult（再⽣可能⽔素の需要と供給を同時に拡⼤するため、
他分野での機会を活⽤する⾮営利団体）が国連気候変動ハイレベル・チャンピオンと協⼒し、海運
リーダーとの⾏動要請を取りまとめた。これには、2030 年までに再⽣可能⽔素由来の海運燃料を
1,100 万トンに増やすという拘束⼒のない約束が含まれている。 
 
最も注⽬すべき例は、FuelEU 海事規制の採択であるが、この政策は 2030 年までの e フューエル 21

の使⽤を義務付けていないため、e フューエルの短期的需要への影響は不透明である。その代わり
に、欧州理事会による規制は、2034 年までに海運における RFNBO の 2%というサブ⽬標の可能性
を設定している 22。この⽬標を達成すると、その年に 90〜105 千トン相当量の⽔素需要が発⽣する
ことになる 23。EU 排出量取引制度に海運が組み込まれたことで、域内を発着地とする内航・国際
航路の両⽅に低炭素燃料を導⼊するインセンティブも⽣まれる。 
船舶の導⼊や⽔素ベース燃料の供給だけでなく、代替燃料バンカリングを⽀援する技術や規制の開
発も重要である。24 

 
21 e フューエルは電気からの⽔素を使って製造され、e アンモニア、e メタノールなどがある。  
22 FuelEU 海事規制は、船舶⽤燃料の CO2 排出強度を削減する⽬標を定めている。2％というサブ⽬標は、2031 年まで

に RFNBO が船舶の全エネルギー消費の 1％に達しない場合にのみ発効する。このようなサブ⽬標がない場合でも、
2035 年までに温室効果ガス強度を 14.5％削減するという包括的な⽬標があるため、これらの燃料に対する需要は⼤き
いと思われる。  

23 2034 年における EU 域内の船舶燃料消費量の 1,100PJ が、IEA の政策シナリオに従って FuelEU 海事規制で賄われる
と仮定。下限範囲は、2%⽬標を⽔素で直接達成するために必要な⽔素需要を表し、上限は、2%⽬標を達成するため
にメタノールを製造するために必要な⽔素需要を表す。この計算には、規制に従って、RFNBO のエネルギー含有量
に 2 倍したものが含まれ、⽬標達成に必要な実際の燃料量を減らしている。 

24 近刊の『エネルギー技術展望 2024』レポートでは、港湾におけるメタノールとアンモニアのバンカリング・インフ
ラの導⼊に関する検討事項を検証している。 

 
メタノール 
メタノール船は、代替燃料船（液化天然ガス[LNG]25 を除く）の中では、技術的・商業的な即応性
が⾼く、アンモニアに⽐べて取り扱いが容易なため、先頭を⾛っており、現在すでに約 50 隻のメ
タノール対応船が運航されている。既存のメタノール⼆燃料船の約半数は⽯油・化学タンカーであ
るが、今後発注されるメタノール燃料船の約 3 分の 2 はコンテナ船である。  
 

25 LNG（電気からの⽔素を⽤いて合成⽣産することも可能）は、海運⽤代替燃料の定義においてしばしば考慮される
が、本報告書では、メタノール、アンモニア、⽔素の直接利⽤に焦点を当てる。これらは、海運分野の脱炭素化にお
いて最も⼤きな役割を果たす⽔素ベースの燃料になると予想されるからである。  
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現在、低炭素メタノールの供給は限られており、既存の⼆燃料船での燃料使⽤は限度がある。主に
バイオメタノールや不特定の供給源からのメタノールの引取契約は、この 10 年間でこれらの船舶
へのメタノールの供給が増加することを⽰している。また、低炭素⽔素を使⽤して製造されるメタ
ノールに関する有望な発表もいくつかある。Goldwind 社は、A.P. Møller-Mærsk 社に対し、中国で
⽣産される年間 500 千トンの低炭素メタノールを提供する契約を締結した。Ørsted 社は、テキサ
ス州メキシコ湾岸地域で最⼤ 300 千トンの e メタノールを⽣産できる e メタノール・プロジェクト
を⽀援するため、⽶国 DoE から 1 億⽶ドルの資⾦援助を受けている。しかし、2024 年 8 ⽉、
Ørsted 社は Liquid Wind 社から買収したスウェーデンの FlagshipONE e-メタノール・プロジェク
トを、⻑期引取契約の不⾜を理由に破棄した。Liquid Wind 社は、FlagshipTWO と
FlagshipTHREE という 2 つの同様のプロジェクトを開発中であり、それぞれ年間 100 千トンの e
メタノール⽣産を⽬指している 26。しかし、Liquid Wind 社が⽔素に重点を置くように優先順位を
変えたため、これらのプロジェクトが成功するかどうかは不透明である。 

 
26 E メタノールは電気からの⽔素を⽤いて製造される。  

 
メタノール燃料の船舶が広く運航されるためには、低炭素メタノールの利⽤可能性だけでなく、メ
タノール燃料の船舶への燃料補給に関する規制が前提条件となる。2023 年、イエテボリは世界で
初めてメタノール燃料補給に関する運⽤規則を発表し、タンカー船以外のメタノール船舶間バンカ
リングを実施する港となった。燃料バンカリングにおいて最⼤級の港であるシンガポール港とロッ
テルダム港も、Mærsk 所有のコンテナ船のメタノール燃料バンカリングに成功している。 
 
アンモニア 
アンモニアを燃料とする船舶は、メタノールを燃料とする船舶よりも開発の初期段階にあり、アン
モニアを燃料とする船舶の安全規制はまだ確⽴されていない。様々な船級協会が、アンモニア燃料
船の設計と建造に関するガイダンスを発表しているが、IMO の「ガスまたはその他の低引⽕点燃
料を使⽤する船舶のための国際安全コード」（IGF コード）は、中間ガイドラインの最終化に近づ
いているものの、燃料としてのアンモニアの使⽤をまだカバーしていない。とはいえ、海運⽤途の
アンモニア燃料エンジンは試験済みであり、船舶試験もすでに進⾏中または計画中である。  
注⽬すべき動きとしては、Wärtsilä 社が海運業界初の商業⽤ 4 ストローク・アンモニア・エンジン
を発表した⼀⽅で（第 5 章 投資、⾦融、イノベーション参照）、エンジン・メーカーの MAN エナ
ジー・ソリューションズがアンモニア・エンジンの商業販売を 2027 年に開始する⾒込みであるこ
となどが挙げられる。2024 年 3 ⽉には、液体アンモニアが⼆燃料船に積み込まれ、シンガポール
でアンモニアとディーゼルの船上燃焼試験が初めて成功した。⽇本では、LNG を燃料とするタグ
ボートがアンモニアで航⾏できるように改造され、燃焼テストでは亜酸化窒素（N2O）とアンモニ
アのスリップが最⼩限に抑えられた。また、船上でアンモニアを分解して固体⾼分⼦形燃料電池に
利⽤することも検討されており、将来的には⽔素を直接利⽤できるようになるかもしれない。 
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アンモニアはメタノールと同様、すでに取引されている商品であるため、多くの港湾には既存の貯
蔵・輸送インフラがある。ノルウェーでは、アンモニア・バンカリング施設の建設に対する安全許
可が下りている。ロッテルダム港も、2027 年にアンモニアのバンカリングを開始する予定であ
る。しかし、船舶⽤燃料としてのアンモニアの安全なバンカリングと使⽤のための基準策定には、
さらなる取り組みが必要である。また、トラックから船への燃料補給システムなど、燃料補給⽅法
の⾰新も続いている。 
 
⽔ 素 
特に短距離⽤途の⽔素船が数多く就航している。中国は 2023 年に初の⽔素燃料電池船を就航さ
せ、液化⽔素フェリーは 2023 年からノルウェーで商業運航されている。オランダでは 2023 年に
⽔素燃料電池船が進⽔し、2024 年 3 ⽉には別の船が試験を完了した。⽶国では、⽔素を燃料とす
るフェリーが 6 ヶ⽉間の試験運航を経て商業運航を開始した。⽇本では、⽔素とバイオディーゼル
のハイブリッド船が 2024 年 4 ⽉に認証航海を完了した。船舶におけるさまざまな⽔素技術や、⽔
素の充填作業を実証するプロジェクトも⾏われた。さらに、BeHydro 社の⼆燃料技術は、船級協会
のロイド レジスターから原則承認 27 されており、これは技術が実証から商業応⽤へと移⾏しつつ
あることを⽰すものである。 
 
⽔素を動⼒源とする船舶、特に⼤型船舶の経験をさらに積むための追加プロジェクトも計画されて
いる。これには、2026 年の引き渡しを⽬指してノルウェーで建造中の 2 隻の⼤型⽔素フェリー
（乗⽤⾞ 120 台収容）や、2024 年にパリで導⼊が予定されている⽔素のバージ実証船が含まれ
る。ベルギーを拠点とする海運会社 CMB.Tech は、ベトナムで⽔素を動⼒源とする貨物船 4 隻を建
造中で、2025 年後半に引き渡され、北欧、地中海、北アフリカ、⻄アフリカなどの主要航路に投
⼊される予定である。他にも、SeaShuttle プロジェクトの⼀環として、インドの Cochin 造船所で
2024 年 2 ⽉、3.2MW の⽔素燃料電池を搭載した世界初の⽔素エンジン搭載の短海コンテナ船の建
造が始まった。スイスとオランダからの発表は、この分野におけるプロジェクトの地理的多様性を
⽰している。 
 

27 Approval in Principle（原則承認）とは、合意された枠組みの中で、概念的で⾰新的な造船について独⽴した評価を
⾏うもので、船の設計が実現可能であり、コンセプトの実現を妨げる重⼤な障害が存在しないことを確認するもの
である。 

 
航 空 
短中期的には、航空分野における⽔素関連事業は、持続可能な航空燃料（SAF）に集中すると期待
されている。28 これらの燃料は、燃料貯蔵インフラや航空機に⽐較的最⼩限の変更を加えるだけで
導⼊できるため、（⽔素を直接利⽤するような）技術よりも導⼊が容易である。 
 
28 ここでいう SAF とは、バイオ燃料、低炭素⽔素と⽣物起源の炭素源、または直接空気中の炭素を回収して製造される
⽔素ベースの合成燃料を含む。⽔素も SAF とみなされ、⽔素化植物油のような特定のバイオ燃料の製造に使⽤される。  
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さらに、グローバル⽔素レビュー2023 の発表以降、⽔素ベースの航空燃料を購⼊することを確約
する企業が増えている。2023 年 11 ⽉、エールフランス-KLM は DG フューエルズに 470 万⽶ドル
を投資し、これには 2029 年から数年間にわたって年間 75 千トンの SAF を購⼊するオプションも
含まれている。2024 年 1 ⽉には、ノルウェー・エアシャトルと Cargolux 航空インターナショナル
S.A.が Norsk e-Fuel から合計 140 千トンの合成燃料の購⼊を約束した。最後に、2024 年 2 ⽉、
IAG は e-フューエルメーカーの Twelve と、合計 785 千トンの SAF を購⼊し、早ければ 2025 年に
最初の納⼊を⾏うことで合意した。これらの合意のほとんどは、欧州で事業を展開する企業が関与
しているもので、ReFuelEU 航空規則（2030 年までに燃料使⽤の 1.2％を RFNBO で賄う）によっ
て定められた義務などの政策が、航空会社の間でこれらの燃料の供給確保に対する懸念があるにも
かかわらず、この分野での⾏動を刺激している。業界はまた、Vattenfall とシェルが、年間 82 千ト
ンの e-SAF の⽣産を⽬指していたスウェーデンの HySkies プロジェクトでの協⼒を⼀時停⽌すると
発表するなど、逆⾵にも直⾯している。2030 年に ReFuelEU の航空指令を満たすには、その年に
0.6 百万トンの合成ジェット燃料（⽔素相当量 0.3 百万トン）が必要となる 29 。前述の 3 つのプロ
ジェクトは、2030 年の燃料⽣産量の 0.25 百万トン、つまり ReFuelEU ⽬標の半分近くを占める可
能性がある 30 。 
 

29 2030 年に EU の航空機で消費される燃料が、IEA の政策シナリオに従い 2,200 PJ であり、合成ジェット燃料を使⽤
して⽬標が達成されると仮定する。 

30 発表された総量が 2030 年を含む 5 年間に均等に供給されると仮定した場合  
 
さらに、⺠間企業による分野連合が発⾜し、SAF 証書の共同購⼊を通じて SAF の需要を集約して
いる。これは⽔素ベースの SAF に限ったことではないが（証書にはバイオ燃料も含まれる）、SAF
の導⼊を拡⼤するのに役⽴つ。このようにして購⼊⼒を集めると、調達資⾦の規模が⼤きくなり、
⼀般市場で燃料を販売する新しい⽣産施設への投資に回すことができる。その例としては、持続可
能な航空燃料購⼊者連合（2024 年 4 ⽉に、20 社近くの企業が約 2 億⽶ドルを投じて SAF 認証書を
購⼊するという、過去最⼤規模の共同購⼊を実施）や、最近加盟企業を拡⼤したカンタス航空持続
可能な航空燃料連合などがある。 
航空機での⽔素の直接利⽤はまだ開発中であり、業界には厳しい規制があることから、新型⽔素航
空機は商業利⽤されるまでに実証段階で⻑い時間を費やす可能性が⾼い（第 5 章 投資、資⾦、イ
ノベーション参照）。最も有名な⽔素航空機開発プログラムの⼀つが、⽔素燃焼と燃料電池を研究
するエアバス ZEROe であり、2024 年 1 ⽉には、極低温液化⽔素の貯蔵と供給に焦点を当てたセン
ターをドイツに開設した。エアバスはまた、航空⽤燃料電池の開発に取り組む他の企業とも提携し
ている。しかし、この分野での発表のほとんどは、液化⽔素を動⼒源とするナローボディ・ジェッ
トの製造を⽬指す Fokker Next Gen や、⽔素航空機推進メーカーの ZeroAvia のような新興企業に
よるものである。ZeroAvia はまだ事業開発段階だが、燃料電池ベースのパワートレインの受注に⼗
分な進展を⽰しており、現在のところ 10〜20 ⼈乗りおよび 40〜80 ⼈乗りの航空機サイズの改修を
ターゲットにしている。 
しかし、これらの新興企業は、重要な技術的マイルストーンを達成したにもかかわらず、注⽬され
たユニバーサル⽔素プロジェクトの終了が発表されたことからもわかるように、複数の課題に直⾯
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している。彼らの斬新なアプローチは、モジュール式の液化⽔素燃料貯蔵システムであったが、こ
のシステムの開発と同時に航空機の改修にもコストがかかることが判明した。同社は持続可能なビ
ジネスモデルを開発することができず、追加投資の確保にも失敗した。 
 
Schiphol 空港（オランダ）は、2024 年に⽔素を動⼒源とする初の国際便の就航を⽬指している
が、航空業界における⽔素の最も早い段階での重要な利⽤⽅法は、地上⾞両への動⼒供給であっ
た。しかし、気体⽔素と液化⽔素の両⽅の⽤途が開発されているという事実は、この戦略にリスク
をもたらしている。空港で使⽤する燃料としての⽔素の試験、開発、確⽴を⽬指す重複するコンソ
ーシアムは、ニュージーランド、北⽶、スカンジナビア、英国で設⽴されており、Bristol 空港は実
質的な進展を遂げ、2024 年 4 ⽉までにいくつかの試験を完了した。 
 
⽔素はまた、⼗分なエネルギー密度と CO2 削減の可能性を提供する⾮従来型の航空⽤途でも検討
されている。例えば、無⼈航空機のプロトタイプ⽤のカートリッジ式燃料貯蔵ソリューションや、
オーストラリアとスイスの⼆つの垂直離着陸機などである。 
 
⾃動⾞交通以外の他の分野 
 
鉄 道 
⽔素燃料電池列⾞はさまざまな環境で試⾏されており、最近のレビューでは、2018 年から 2024 年
の間に発表された 15 の⽔素鉄道試験が含まれており、ローカル列⾞（⽇本）、都市間列⾞（イン
ド）、貨物列⾞（オーストリア）への適合性が評価されている。⽔素鉄道はまた、1 回の燃料補給で
⾛⾏した距離の記録を更新し続けており、バッテリー駆動の 244km に対して 2,803km と、その潜
在的な優位性を実証している。さらに、フランス、イタリア、⽶国の鉄道事業者が昨年、バッテリ
ー式⽔素鉄道を発注した。 
 
しかし、鉄道における⽔素にはまだ⼤きな逆⾵が吹いており、多くのプロジェクトが中⽌された
り、進展しなかったりしている。ドイツの Lower Saxony 州の鉄道事業者による前述の試験のう
ち、最も早い段階で実施されたものは、その後、脱炭素化のための技術としてバッテリー式電気鉄
道を選択した。オーストリアの別の鉄道事業者は、⽔素鉄道を採⽤する計画を中⽌し、この技術を
⽀持して 1 年も経たないうちにバッテリー式電気鉄道を採⽤した。これらの発表は、鉄道の脱炭素
化に向けた最も⼀般的な道筋として、電化の傾向があることを⽰唆している。 
 
産業機械、重機、その他機械 
低炭素⽔素は、遠隔地での連続運転の必要性と⾼い電⼒需要を併せ持つ⽤途における脱炭素化にと
って魅⼒的な選択肢である。必要な技術は成熟しており、コスト効率が⾼く、必要な稼働時間が⻑
いため、代替品と⽐べて有利な総所有コスト（TCO）となることが多く、Plug 社のような企業が
この分野で頻繁に新しい発表を⾏なっている。 



18 
 

 
⼀⽅で、⼤きさの点で掘削機のような機械があり、Applied Hydrogen 社は 30 トンの機械に燃料電
池を供給している。遠隔地での超重量作業が⼀般的な採掘分野では、Liebherr が⽔素駆動とバッテ
リー電気駆動の両⽅の運搬トラックを開発中であり、コマツも既存のバッテリー電気技術に基づい
た⽔素のトラックを開発している。 
 
港湾荷役機械のような、⾼負荷で連続運転する⽤途では、⽔素の役割はまだ⾒えていない。スペイ
ンのバレンシア港とアメリカのロサンゼルス港は、⽔素を動⼒源とする荷役機器のパイオニアであ
り、後者は Shore to Store プロジェクトに基づき、世界初の⽔素ゴムタイヤ式ガントリークレーン
を導⼊した。 
 

ビル（割愛） 

発 電（割愛）  


